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第１章 総  則 

十三湖農地防災事業芦野頭首工ゴム堰袋体製作工事施工に当たっては、農林水産省農村振興

局制定「施設機械工事等共通仕様書」(以下「共通仕様書(施)」という。)に基づいて実施する。 

同仕様書に対する特記及び追加事項は、この特別仕様書によるものとする。 

 

 

第２章 工事内容 

１ 目 的 

本工事は、国営十三湖土地改良事業計画に基づき改修した芦野頭首工洪水吐ゲート①の整

備に先立ち、ゴム袋体の製作を行うものである。 

  

２ 工事場所 

青森県つがる市稲垣町下繁田川袋島地先 

 

３ 工事概要 

本工事は、芦野頭首工洪水吐ゲート①の上ゴム袋体の製作を行うもので、その概要は次の

とおりである。 

（１） 洪水吐ゲート①上ゴム袋体 

ア 形 式    ゴム引布製起伏堰 

イ 寸 法    堰底幅４５．４６ｍ、堰高２．５４ｍ 

ウ 数 量    １式 

 

４ 工事数量 

別紙－１「工事数量表」のほか、第７章設計、第８章構造及び製作に示すとおりである。 

 

 

第３章 施工条件 

 １ 工事期間中の休業日 

工場製作の工事期間には、休日等４週８休を見込んでいる。 

 

２ 工期 

本工事は、受注者の円滑な工事施工体制を確保するため、事前に建設資材、建設労働者の

確保などが図れる余裕期間と実工期を合わせた全体工期を設定した工事であり、発注者が示

した工事完了期限までの間で、受注者は工事の始期（工事開始日）及び終期を任意に設定で

きる。 

なお、受注者は、契約を締結するまでの間に、別紙－２により、工事の始期及び終期を通

知しなければならない。 

ただし、受注者は、発注者が本工事の積算上の工期としている 348日間よりも短い期間を

工期として設定しようとする場合には、落札決定後、速やかに別紙－２と併せて、休日を確

保していることや適切な工程による工事であることを説明できる理由書及び工程表を提出

しなければならない。 

工事の始期までの余裕期間内は、主任技術者又は監理技術者を配置することを要しない。 

また、現場に搬入しない資材等の手配等を行うことができるが、資材の搬入や仮設物の設

置等、工事の着手を行ってはならない。 

なお、余裕期間内に行う手配等は受注者の責により行うものとする。 

全体工期：契約締結の日から令和７年 12 月 19 日（工事完了期限日）まで 

 

 

第４章 現場条件 

１ 関連工事等 



 

次に示す関連工事の受注者と相互に協力しなければならない。 

なお、製作した上ゴム袋体の現場への輸送については、関連工事において実施する予定で

ある。 

（１） 芦野頭首工ゲート設備整備工事（仮称） 

（令和７年４月下旬～令和８年９月 30日）（予定） 

 

 

第５章 提出図書等 

１ 承諾図書 

共通仕様書（施）第１章１－１－６に示す実施仕様書・計算書及び詳細図の提出は工事の

始期から 30 日以内に提出するものとする。 

また、承諾・不承諾は提出があった日から 14 日以内に文書で通知するものとする。 

 

 

第６章 貸与する資料等 

 １ 貸与する資料 

本工事の施工において、関連する次の資料は貸与する。 
 （１） 資 料 名 

ア 平成 27～28 年度 十三湖農地防災事業 芦野頭首工詳細設計その他業務 報告書 
イ 平成 29 年度～令和３年度 十三湖農地防災事業 芦野頭首工ゲート設備建設工事 

完成図書 
 （２） 貸与期間 

工事契約から工事完成まで 
 （３） 貸与及び返納場所 

東北農政局 津軽土地改良建設事務所 十三湖農地防災事業建設所 
 （４） 貸与条件 

貸与資料の内容については、発注者の許可なく他に公表してはならない。 
 
 

第７章 設 計 

１ 一般事項 

（１） 受注者は、本章に示す設計条件等に基づき設計図書及び第５章第１項の貸与する資料
等について照査し、設備の製造設計を行うものとする。 

（２）土地改良事業計画設計基準、関係する諸基準及び規格を遵守し、設計条件及び設置条件
に対して十分な強度、性能及び機能を有するものとする。 

（３）耐久性及び安全性並びに維持管理を考慮した構造とする。 
（４）運転が確実で操作の容易なものとする。 
（５）設計、製作に当たって特許等を使用する場合はその詳細を明記するものとする。 

 

２ 設計諸元 

本ゲートの設計計画は、次の条件により設計するものとする。 
（１） 水門設備の設計条件 

    ア 洪水吐ゲート① 

仕様項目 洪水吐ゲート① 

形式 ゴム引布製起伏堰 

連数 1連 

堰底幅 45.460m 

堰高 2.540m 

側壁法面勾配 (左岸)1:0.5(右岸)1:0.5 



 

仕様項目 洪水吐ゲート① 

基準設置標高 EL(－)1.240m 

堰天端標高 EL(＋)1.300m 

設計水位 上流側EL(＋)1.600m、下流側EL(±)0.000m 

操作水位 上流側EL(＋)1.600m、下流側EL(±)0.000m 

堆砂高 0.74m 

計画倒伏水位 EL(+)1.600m 

水密方式 上流面3方水密 

袋体固定方式 2列固定方式 

操作位置 機側操作及び遠隔操作（手動・自動） 

操作方式 倒伏装置:手動及び自動(電気式、機械式)  

起立操作:手動 

操作駆動方式 起立:モーター駆動(ブロワー) 

倒伏:自然排気・強制排気(ブロワー) 

膨張形式 空気膨張式 

袋体倒伏方式 電気式及び機械式 

起立・倒伏速度 30min程度(起立・倒伏) 

積雪荷重 5.5kN/m2 

周囲条件 水質 河川水、気温-10～40℃ 

許容応力等 ゴム引布製起伏堰施設技術指針による。 

 

（２） 土木構造物の設計条件 
土木構造物の荷重条件は下表を満足していることを確認するものとする。   

  ア 洪水吐ゲート① 

土木構造物 荷重作用時期 最大荷重 

底部 湛水時（起立時） 31.8kN/m 

 

 

第８章 構造及び製作 

１ 一般事項 

（１） 本設備の製作に必要な機器及び材料は、共通仕様書（施）第２章「機器及び材料」及
び第４章「水門設備」によるものとする。 

（２） 本設備の構造及び製作は、共通仕様書（施）第３章「共通施工」及び第４章「水門設
備」によるものとする。 

（３） 本設備は、共通仕様書（施）第４章「水門設備」によるものとするが、受注者の新技
術及び新製品等があれば提案を行うことが可能である。 

（４） 水門設備の主要部は運転開始から長期の運転に耐えうる設計を行うこと。 
 

２ 洪水吐ゲート①設備 

  （１） 袋体 

ア 有害な変位挙動が発生しない袋体を形成するゴム引布とする。 

また、太陽光線、空気中のオゾン、低温、凍結、積雪等の影響にも耐え、長期の

使用に対しても十分な耐久性を有する優れた材料とする。 

イ 石等の流下物に対し、倒伏及び起伏時に損傷を受けないように本体内外部に適切

な保護対策を施すものとする。 

ウ 越流時の水脈により有害な振動を生じさせないように適切な防止策を施すもの



 

とする。 

エ 倒伏位置付近の姿勢においても円滑な起立を行えるように配慮する。 

オ 洪水時には、ゴム袋体は完全倒伏し、河川の流下断面を阻害しない構造とする。 

カ 袋体の給排気口の位置や大きさは、袋体の起伏に適切に対応し、膨張体で空気を

効率よく給排気できるものとする。 

キ 袋体内への万一の浸水に対しても確実に排水できるような排水系統を設けるも

のとする。 

なお、袋体のドレーン口の位置や大きさは、袋体の起伏に適切に対応できるもの

とする。 

  （２） 袋体固定部（既設利用） 

ア 袋体強度に見合った十分な部材強度及び袋体との接続強度、ならびに底部.側部

コンクリートとの十分な密着強度を有するものとする。 

イ 袋体との接触部は、袋体に損傷を与えないものとする。 

  （３） 起立装置（既設利用） 

ア 袋体内からの空気を排出することにより袋体全開（倒伏）、袋体内への空気の圧

送により袋体全閉（起立）を行う装置とする。 

イ 空気の供給は電動機駆動のブロワーと配管類によるものとし、袋体を必要時間内

に起立できる能力を有する能力を有する構造とする。 

また、ブロワー及び電動機類は点検容易な構造とし、操作時には安全かつ確実に

運転できるものとする。 

ウ 機器使用 

ａ 起立用ブロワー 

（ａ） 形式：ルーツブロワー 

（ｂ） 吐出量：使用条件内で起立できる風量 

（ｃ） 吐出圧力：計画倒伏水位まで袋体を起立させる必要圧力 

ｂ 起立用ブロワー駆動用モーター 

（ａ） 形式：三相誘導電動機 

（ｂ） 出力：11Kw 程度 

（ｃ） 時間定格：連続 

（ｄ） 絶縁：E 種以上 

  （４） 安全装置（既設利用） 

ア 加圧防止安全装置 

  起立操作時に、誤動作や機器の故障により袋体内圧が設計最大内圧以上に上昇す

ると、袋体内の空気を排出し、袋体の加圧を防止するものとする。 

なお、安全装置は二重（２系統）とする。 

イ 倒伏安全装置 

  上流水位と連動してゴム関が自動倒伏するものとし、動作原理が異なる倒伏装置

を並列に設置し倒伏の安全性を高めるものとする。 

  （５） ドレーン排水装置（既設利用） 

ア 袋体内にたまった水を排水するもので、倒伏装置室内に設置する堰底排水タンク

から外部まで排水するものである。 

なお、ポンプは電動機駆動とし、堰底排水タンクに溜まった水位により自動で排

水するものとする。 

イ 機器使用 

ａ 形式：ラインポンプ 

ｂ 口径：φ25ｍｍ 

ｃ 吐出量：70Ｌ/min 以上 

ｄ 全揚程：8.8ｍ 

ｅ 出力：0.25ｋｗ 

ｆ 操作方法：自動 



 

  （６） 倒伏装置室内排水装置（既設利用） 

ア 倒伏装置室内にたまった水を排水するもので、倒伏装置室内に設置する水中ポン

プにより外部まで排水するものである。倒伏装置貯水バケットから排出された水も

これにより排水する。 

なお、ポンプは電動機駆動とし、倒伏装置室内に溜まった水位により自動で排水

するものとする。 

イ 機器仕様 

ａ 形式：水中ポンプ 

ｂ 口径：φ50ｍｍ 

ｃ 吐出量：80Ｌ/min 以上 

ｄ 全揚程：9.3ｍ 

ｅ 出力：0.4ｋｗ 

ｆ 操作方法：自動 

 

 

第９章 施工管理等 

 １ 主任技術者等の資格 

主任技術者等の資格は、入札公告による。 
 

 ２ 施工管理 

施工管理は､農林水産省農村振興局制定「施設機械工事等施工管理基準」及び共通仕様書
（施）による。 
なお､これらに定められていない事項については、受注者の基準によるが、この場合はあ

らかじめ監督職員の承諾を得るものとする。 
 

３ 工事写真における黒板情報の電子化について 

黒板情報の電子化は、被写体画像の撮影と同時に工事写真における黒板の記載情報の電子

的記入を行うことにより、現場撮影の省力化、写真整理の効率化を図るものである。 

受注者は、工事契約後に監督職員の承諾を得たうえで黒板情報の電子化を行うことができ

る。黒板情報の電子化を行う場合、受注者は、以下の（１）から（４）によりこれを実施す

るものとする。 

（１） 使用する機器・ソフトウェア 

受注者は、黒板情報の電子化に必要な機器・ソフトウェア等（以下「機器等」という。）

は、「土木工事施工管理基準 別表第２ 撮影記録による出来形管理」に示す項目の電子

的記入ができるもので、かつ「電子政府における調達のために参照すべき暗号のリスト

（CRYPTREC 暗号リスト）」（URL「https://www.cryptrec.go.jp/list.htm1」）に記載す

る基準を用いた信憑性確認機能（改ざん検知機能）を有するものを使用するものとする。 

（２） 機器等の導入 

ア 黒板情報の電子化に必要な機器等は、受注者が準備するものとする。 

イ 受注者は、黒板情報の電子化に必要な機器等を選定し、監督職員の承諾を得なけれ

ばならない。 

（３） 黒板情報の電子的記入に関する取扱い 

ア 受注者は（１）の機器等を用いて工事写真を撮影する場合は、被写体と黒板情報を

電子画像として同時に記録してもよいこととする。 

イ 本工事の工事写真の取扱いは、「土木工事施工管理基準 別表第２ 撮影記録による

出来形管理」及び「電子化写真データの作成要領（案）」によるものとする。 

なお、アに示す黒板情報の電子的記入については、「電子化写真データの作成要領

（案）６ 写真編集等」に示す「写真編集」には該当しないものとする。 

ウ 黒板情報の電子化を適用する場合は、従来型の黒板を写し込んだ写真を撮影する必

要はない。 



 

（４） 写真の納品 

受注者は、（３）に示す黒板情報の電子化を行った写真を、工事完成時に発注者へ納

品するものとする。  

なお、受注者は納品時に URL(https://www.jcomsia.org/kokuban/)のチェックシステ

ム(信憑性チェックツール)又はチェックシステム(信憑性チェックツール)を搭載した

写真管理ソフトウェアを用いて、黒板情報を電子化した写真の信憑性確認を行い、その

結果を監督職員へ提出するものとする。 

（５） 費用 

機器等の導入に要する費用は、従来の黒板に代わるものであり、技術管理費の写真管

理に要する費用に含まれる。 

 
４ 工事現場等における遠隔確認について 

（１） 本工事は、施工段階確認、材料検査、立会等による確認を受注者が動画撮影用カメラ

により撮影した映像と音声を監督職員等に同時配信し、双方向通信により会話をしなが

ら監督職員等がモニター上で工事現場等の確認（以下「遠隔確認」という）を行う工事

である。 

（２） 遠隔確認の活用は、別紙－３の「工事現場等における遠隔確認に関する実施要領」に

よるものとする。 

（３） 農林水産省が推奨する Web 会議システムは、Micrsoft Teams である。 

（４） 通信環境が整わない現場や遠隔確認が非効率となる場合も想定されることから、受発

注者の協議により遠隔確認の適用・不適用を決定するものとする。 

 
 
第 10 章 条件変更の補足説明 

本工事の施工に当たり、自然的又は人為的な施工条件が設計図書と異なる場合、あるいは設
計図書に示されていない場合の施工条件の変更に該当する主な事項は、次のとおりである。 
（１） 設計諸元等条件変更に係るもの 

（２） 関連工事との調整に係るもの 

（３） 不可抗力によるもの 

（４） 法・基準の改正に係るもの 

（５） 第三者との協議により設計変更が生じた場合 

（６） その他本仕様書に定めないもの 

 

 

第 11 章 公共事業関係調査に対する協力 

受注者は、本工事が公共事業関係調査の対象となった場合、協力しなければならない。 

 
 

第 12 章 その他 

 １ 電子納品 

（１） 工事完成図書を共通仕様書（施）第１章1-1-26 及び第１章1-1-28 に基づき作成し、

次のものを提出しなければならない。 

・工事完成図書の電子媒体（CD-R、DVD-R 又はBD-R） 正副２部 

 

 ２ 配置予定監理技術者等の専任期間 

工場製作のみが行われている期間については、同一工場内で他の同種工事に係る製作と一
元的な管理体制のもとで製作を行うことが可能である場合は、同一の監理技術者等がこれら
の製作を一括管理することができる。 

 

３ ワンデーレスポンス実施に関する事項 



 

「ワンデーレスポンス」とは、監督職員が受注者からの協議等に対する指示、通知を原則

「その日のうち」に回答する対応である。ただし、「その日のうち」の回答が困難な場合は、

いつまでに回答が必要なのかを受注者と協議のうえ、回答日を通知するなど、何らかの回答

を「その日のうち」にすることである。 

なお、「その日のうち」とは午前に協議等が行われたものは、その日のうちに回答するこ

とを原則とし、午後に協議等が行われたものは、翌日中に回答するものとする。ただし、原

則として閉庁日を除く。 

 

４ 契約後 VE提案 

（１） 定 義 

「VE 提案」とは、工事請負契約書第 19条の２の規定に基づき、契約締結後、設計図

書に定める工事目的物の機能、性能等を低下させることなく請負代金額を低減すること

を可能とする施工方法等の設計図書の変更について、受注者が発注者に行う提案をいう。 

（２） VE 提案の意義及び範囲 

ア VE 提案の範囲は、設計図書に定められている内容のうち工事材料及び施工方法等

に係る変更により請負代金額の低減を伴うものとし、原則として工事目的物の変更を

伴わないものとする。 

イ ただし、次の提案は、VE 提案の範囲に含めないものとする。 

（ア） 施工方法等を除く工期の延長等の施工条件の変更を伴う提案 

（イ） 工事請負契約書第 18 条（条件変更等）に基づき条件変更が確認された後の提

案 

（ウ） 競争参加資格要件として求めた同種工事又は類似工事の範囲を越えるような

工事材料、施工方法等の変更の提案 

（３） VE 提案書の提出 

ア 受注者は、（２）の VE 提案を行う場合、次に掲げる事項を VE 提案書に記載し、発

注者に提出しなければならない。 

（ア） 設計図書に定める内容と VE 提案の内容の対比及び提案理由 

（イ） VE 提案の実施方法に関する事項（当該提案に係る施工上の条件等を含む） 

（ウ） VE 提案が採用された場合の工事代金額の概算低減額及び算出根拠 

（エ） 発注者が別途発注する関連工事との関係 

（オ） 工業所有権を含む VE提案である場合、その取り扱いに関する事項 

（カ） その他 VE提案が採用された場合に留意すべき事項 

イ 発注者は、提出された VE 提案書に関する追加的な資料、図書その他の書類の提出

を受注者に求めることができる。 

ウ 受注者は、VE 提案を契約締結の日より、当該 VE 提案に係る部分の施工に着手す

る日の 35 日前までに、発注者に提出できるものとする。 

エ VE 提案の提出費用は、受注者の負担とする。 

（４） VE 提案の適否等 

ア 発注者は、VE 提案の採否について、原則として、VE 提案を受領した日の翌日から

14 日以内に書面により通知するものとする。ただし、その期間内に通知できないや

むを得ない理由があるときは、受注者の同意を得た上でこの期間を延長することがで

きるものとする。 

イ また、VE 提案が適正と認められなかった場合には、その理由を付して通知するも

のとする。 

ウ VE 提案の審査に当たっては、施工の確実性、安全性、設計図書と比較した経済性

を評価する。 

エ 発注者は、VE 提案により設計図書の変更を行う場合は、工事請負契約書第 19 条

の２（設計図書の変更に係る受注者の提案）の規定に基づくものとする。 

オ 発注者は、VE 提案により設計図書の変更を行う場合は、工事請負契約書第 25 条

（請負代金額の変更方法等）の規定により請負代金額の変更を行うものとする。 



 

カ オの変更を行う場合においては、VE 提案により請負代金額が低減すると見込まれ

る額の 10 分の５に相当する金額（以下「VE 管理費」という。）を削減しないものと

する。 

キ VE 提案を採用した後、工事請負契約書第 18 条（条件変更等）の条件変更が生じ

た場合において、発注者が VE 提案に対する変更案を求めた場合、受注者はこれに応

じるものとする。 

ク 発注者は、工事請負契約書第 18 条（条件変更等）の条件変更が生じた場合には、

工事請負契約書第 25 条（請負代金額の変更方法等）第１項の規定に基づき、請負代

金額の変更を行うものとする。VE 提案を採用した後、工事請負契約書第 18 条（条

件変更等）の条件変更が生じた場合のカの VE 管理費については、変更しないものと

する。ただし、双方の責に帰することができない理由（不可抗力、予測不可能な事由

等）により、工事の続行が不可能又は著しく工事低減額が減少した場合においては、

発注者と受注者が協議して定めるものとする。 

（５） VE 提案書の使用 

発注者は、VE 提案を採用した場合、工業所有権が設定されたものを除き、その内容

が一般的に使用されている状態となった場合は、当該工事以外の工事においてその内容

を無償で使用する権利を有するものとする。 

（６） 責任の所在 

発注者が VE 提案を適正と認め、設計図書の変更を行った場合においても、VE 提案

を行った受注者の責任が否定されるものではないこととする。 

 

 ５ 総価契約単価合意方式（包括的単価個別合意方式）について 

（１） 本工事は、請負代金額の変更があった場合における変更金額や部分払金額の算定を行

う際に用いる単価等をあらかじめ協議し、合意しておくことにより、設計変更や部分払

に伴う協議の円滑化に資することを目的として実施する総価契約単価合意方式（包括的

単価個別合意方式）の対象工事である。 

（２） 受発注者間で作成のうえ合意した単価合意書は、公表するものとする。 

 

６ CORINS への登録 

技術者の従事期間は、契約（変更の場合は、変更契約）工期をもって登録することとし、

余裕期間を含まないことに留意すること。 

  
 

第 13章 定めなき事項 

この特別仕様書に定めない事項又は本工事の施工に当たり疑義が生じた場合は、必要に応じ

て監督職員と協議するものとする。 

 

 



別紙－１

直接製作費

　１．ゴム引布製起伏堰製作工

　　(１)袋体製作工

　　　袋体製作工（機器単体品） 上ゴム袋体 式 1.000

工　　事　　数　　量　　表

工種・種別・細別 規格 単位 備　考数量

1 / 1



工 期 通 知 書 

 

令和○○年○○月○○日 

 

 

（分任）支出負担行為担当官 

      ○○ ○○  様 

 

住所 

商号又は名称 

氏名         印 

 

 

次のとおり工期を定めたので通知します。 

 

工 事 名 ○○○○工事 

工 事 場 所 ○○県○○市○○ 

契約予定年月日 令和  年  月  日 

工 事 の 始 期 令和  年  月  日 

工 期 

工 事 の 始 期 から 

（○○○日間）

令和  年  月  日 まで 

 

  ※契約の締結までに提出すること。 

  ※契約書には本通知書により通知した工期（工事の始期及び終期）を記載する。 

 

 

 

 

武田真之介(TAKEDAShinnosu
テキストボックス
別紙－２












令和６年度～令和７年度　十三湖農地防災事業
芦野頭首工ゴム堰袋体製作工事

図　面　目　録
図　番 図　面　名　称 枚　数 備　考
1 位置図 1
2 ゲート管理施設全体図（1/2） 1
3 ゲート管理施設全体図（2/2） 1
4 洪水吐ゲート①一般図 1
5 洪水吐ゲート①上ゴム袋体詳細図 1

計 5


